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令和元年度第３回小金井市情報公開・個人情報保護審議会会議録 

 

１ 日 時  令和元年１０月１７日（木）午後６時０分から午後８時５２分 

 

２ 場 所  第二庁舎８０１会議室 

 

３ 内 容 

 ⑴ 令和元度第２回情報公開・個人情報保護審議会会議録の確認について 

⑵ 個人情報保有等届出状況の報告について 

ア 住民基本台帳事務 

イ 通知カード・個人番号カード関係事務 

ウ 印鑑登録関係業務変更届 

エ 通知カード・個人番号カード関係事務変更届 

オ 住民基本台帳関係業務廃止届 

カ 児童発達支援事業保護者等補助金業務 

キ おたふくかぜワクチン予防接種事業 

ク 被災建築物応急危険度判定業務変更届 

ケ 職員給与支給業務変更届 

コ 固定資産税・都市計画税賦課業務 

サ 小金井市愛育手当の支給業務変更届 

シ 病児・病後児保育業務 

 

 ⑶ 諮問事項 

諮問第３８号 指定金融機関への公金支払に係る口座振替データ送付について 

諮問第３９号 職員互助会の給付に係る口座振替データ送付について 

諮問第４０号 人事・給与システムについて 

諮問第４１号 カラー航空写真撮影委託について 

諮問第４２号 小金井市愛育手当受給者台帳について 

諮問第４３号 病児・病後児保育事業委託について 

 

⑷ その他 

ア 次回の日程について 

 イ その他報告について 
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４ 出席者 

【会   長】 

仮 野 忠 男  

【委   員】 

井 口 尚 志  川 井 康 晴  白 石   孝  多 田 岳 人 

立 川   明  寺 島 麻 希  中 澤 武 久  本 多 龍 雄 

町 田 博 司  松 行 彬 子 

【市   側】 

   西岡市長 

   加藤総務部長 

＜職員課＞ 

鈴木職員課長              内野人事制度等担当課長 

長村給与厚生係長 

＜市民課＞ 

田嶋市民課長              井上市民係長 

中村市民係主事 

＜保険年金課＞ 

高橋保険年金課長            二井本高齢者医療係長 

＜資産税課＞ 

當麻資産税課長             鴨下土地係長 

浜上土地係専任主査 

＜自立生活支援課＞ 

加藤自立生活支援課長          矢島障害福祉係長 

小林相談支援係長            

＜健康課＞ 

石原健康課長              永井健康係長 

神山健康係主事 

＜子育て支援課＞ 

前川手当助成係長 

＜保育課＞ 

三浦保育課長              平岡保育政策担当課長 

松本保育係主任              
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＜建築営繕課＞ 

山崎建築営繕課長             

＜会計課＞ 

畑野会計課長               

＜情報システム課＞ 

深澤情報システム課長          前園情報システム係長 

＜総務課＞ 

髙橋総務課長              中村情報公開係長 

古田土情報公開係主事 

 

【傍聴者】 

０名 
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【総務部長】 

 開会の挨拶 

【市長】 

 挨拶 

   （委嘱状の交付） 

【総務部長】 

 （委員の自己紹介・事務局職員紹介） 

   （会長選出）仮野委員を選出 

   （職務代理者指名）白石委員を指名 

   以上、内容は省略 

【仮野会長】 

 それでは、ただいまから令和元年度第３回小金井市情報公開・個人情報保護審

議会を開催いたします。 

 審議に入る前に、委員の欠席等の御連絡をいたします。朝倉委員は都合により

御欠席であります。 

 それでは、令和元年度第２回小金井市情報公開・個人情報保護審議会の会議録

の確認についてでございます。既に皆様のお手元に届いているかと思いますが、

訂正等はございますか。 

訂正部分については、委員の皆さんに配付してありますか？僕は訂正があって、

メールで送ったけれども、届いていますか？ 

【総務部長】 

 はい、届きました。 

【仮野会長】 

 それは反映させた？ 

【総務部長】 

 反映しました。 

【仮野会長】 

 その反映されたものが、机上に用意されているのではなかったっけ。ちゃんと

反映されているのならいいのだけれども。 

【総務部長】 

 持ってきます。 

【仮野会長】 

 事実関係の間違いはなかったのですけれども、言葉の使い方や、何カ所か訂正
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しました。ありますか。僕の訂正したところはどこだろう。見つからない。 

【総務部長】 

 後ほどお持ちします。 

【仮野会長】 

 会議録は公開されていますから、全てこのデジタルレコーダーで録られていま

す。それを職員の方が綿密に起こしてくれているのですけれども、時折意に沿わ

ないというか、自分の表現ではないものがあったりしますので、それはできるだ

け正確に直していただいたほうがいいのですが、一方で、公開されているという

ことはそれだけ責任を伴うわけですので、チェックはやっぱりよくやったほうが

いい。私の経験的にそう思います。 

確認の件は、後ほど届きましたら御説明します。そのほかの訂正はなかったの

ですか、私以外は。 

【情報公開係長】 

 ほかには大きくはなかったです。 

【仮野会長】 

 わかりました。 

 次に、小金井市個人情報保護条例及び小金井市情報公開・個人情報保護審議会

条例に基づく個人情報保有等届出状況報告書による報告と諮問をお願いいたし

ます。 

【市長】 

 情報公開・個人情報保護審議会への報告・諮問事項です。 

 初めに報告事項について。 

 小金井市個人情報保護条例第９条第３項の規定により、個人情報保有等届出状

況を報告いたします。 

 今回御報告いたしますのは、個人情報の届出開始に関するものが８件、届出廃

止に関するものが３件、届出変更に関するものが９件となります。 

 次に諮問事項について。今回諮問いたしますのは、個人情報保護条例第１４条

に基づく「人事・給与システムについて」、「小金井市愛育手当受給者台帳につい

て」、個人情報保護条例第１５条に基づく「指定金融機関への公金支払いに係る

口座振替データ送付について」、「職員互助会の給付に係る口座振替データの送付

について」、個人情報保護条例第２７条に基づく「カラー航空写真撮影委託につ

いて」、「病児・病後児保育事業委託について」の合計６件となっております。 

 細部につきましては事務局を通して説明させますので、よろしくお願い申し上
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げます。 

【総務課長】 

 それでは市長は、この後、別の公務のため、ここで退席とさせていただきます。 

（市長退席） 

【仮野会長】 

 それでは審議に入ります。 

 その前に、事務局から説明を受けたいと存じます。その後、委員の皆様から御

意見、御質問を受け、それに対する説明を、事務局または担当課から受けること

で進めたいと思います。 

 では、事務局からの説明をお願いいたします。 

 ちょっと待ってくださいね。その前に１つだけ。 

前回、第２回審議会の議事録について、３点私が訂正を求めたものです。見て

ください。大した話ではないのですけれども、１３ページの下から６行目、「ます

ます紛らわしいだろう」という言葉を使っていた部分と、「表現だね」という部分

を「表現と言いたい」とした部分と、「雑誌の編集者をしていて」という部分を

「雑誌の編集を手伝っていて」とした部分と、これは事実を正しくしてもらった

のと、「ますます紛らわしいだろう」なんて高飛車な表現を使ったりしています

ので、訂正させていただきました。こういう訂正を受け付けてくれるわけですね。 

 いいでしょうか。失礼しました。 

 それでは、事務局からの説明を求めます。 

【総務課長】 

 それでは、「令和元年度第３回小金井市情報公開・個人情報保護審議会資料」を

御覧ください。 

 まず、個人情報保有等届出状況の報告について、小金井市個人情報保護条例９

条３項の規定により報告いたします。 

 １ページを御覧ください。今回の届出は、開始８件、廃止３件、変更９件でご

ざいます。 

２ページには部課別の明細となります。 

３ページはその内訳で、備考にある案件番号は順序の番号でございます。諮問

のみの案件もございますので、目次に記載の順序で進行してまいります。 

 それでは６ページを御覧ください。「旧氏併記に伴う様式の変更について」、市

民課の案件でございます。 

 近年、社会において、旧姓を使用しながら活躍する女性が増加していることを
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受けて、住民票等へ旧氏を記載できるようにするための、住民基本台帳法施行令

等の一部を改正する政令が平成３１年４月１７日に公布され、令和元年１１月５

日に施行されることになりました。 

前回の審議会では、システム内に保有する項目について「旧氏」に関連する項

目を追加したところですが、今回は旧氏併記に伴う手続に使用する様式類の保有

開始、及び変更の届出を行うものです。 

 ７ページを御覧ください。届出番号０９－１８１「旧氏関係請求書一式」でご

ざいます。 

個人情報の内容は８ページのとおりでございます。様式については９ページか

ら１１ページに付けております。 

 １２ページを御覧ください。届出番号０９－１８２「署名用電子証明書・利用

者証明用電子証明書・新規発行・更新申請書」でございます。 

個人情報の内容は１３ページのとおりでございます。様式については１４ペー

ジに付けております。 

 １５ページを御覧ください。届出番号０９－１８３「個人番号カード交付・再

交付申請取消申出書・電子証明書発行・更新申請取消申出書」でございます。 

個人情報の内容は１６ページのとおりでございます。様式については１７ペー

ジに付けております。 

 次に旧氏併記に伴う様式等の変更の届出です。 

１８ページを御覧ください。届出番号０９－１０５「印鑑関係申請書」の変更

届出でございます。 

変更内容は、個人情報の記録項目に「旧氏・通称」を追加し、あわせて今回の

変更に伴い「性別」を削除するものでございます。変更後の様式については１９

ページに付けております。 

 ２０ページを御覧ください。届出番号０９－１６５「通知カード表面記載事項

変更届」の変更届出でございます。 

２１ページに変更の内容、２２ページに変更後の様式を付けております。 

 ２３ページを御覧ください。届出番号０９－１６９「個人番号カード交付申請

書兼電子証明書発行更新・申請書」の変更届出でございます。 

２４ページに変更の内容を、２５ページに変更後の様式を付けております。 

 ２６ページを御覧ください。届出番号０９－１７２「個人番号カード再交付申

請書兼電子証明書発行・更新申請書」の変更届出でございます。 

２７ページに変更の内容、２８ページに変更後の様式を付けております。 
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 ２９ページを御覧ください。届出番号０９－１７３「個人番号カード券面記載

事項変更届、電子証明書新規発行申請書」の変更届出でございます。 

３０ページに変更の内容、３１ページに変更後の様式を付けております。 

これらの変更届出は、いずれも通知カード、個人番号カード事務に関するもの

で、主な変更内容は旧氏に関する記載を追加、あわせて文言の修正をするもので

ございます。 

また、届出項目の見直しを行ったところ、現在使用していない項目があったた

め、あわせて廃止の届出を行います。 

 ３２ページを御覧ください。届出番号０９－１１５「住民基本台帳カード交付

通知回答書」の廃止届出でございます。廃止理由は、住民基本台帳カードの交付

が平成２７年末に終了し、現在は使用していないためでございます。開始から１

年間を保存年限とし、その後は溶解により文書廃棄を行います。 

 ３３ページを御覧ください。届出番号０９－１２５「本人確認情報整合結果リ

スト」の廃止届出でございます。 

 続いて３４ページを御覧ください。届出番号０９－１２６「本人確認情報リス

ト」の廃止届出でございます。 

いずれも住民基本台帳ネットワーク導入前に示された様式を届出していまし

たが、現在使用していないため、廃止するものです。こちらにつきましては、い

ずれも結果として使用・保有した実績がないため、廃棄処理する対象文書はござ

いません。 

【仮野会長】 

 旧氏の併記に伴って、これだけいろいろなものを変えていかなければいけない。 

 それでは、皆さんの御質問、御意見などお願いします。 

【白石委員】 

 前回の審議会で多分審議されていることだと思うのですけれども、基本的なこ

となのでもう１回、申し訳ないのですけれども、繰り返して聞かせていただきた

いのですけれども、例えば９ページを見ると、旧氏記載請求書の一番頭のところ、

「次のとおり、旧氏の住民票への記載を求めます」と書いてあるわけですけれど

も、要するに住民基本台帳そのものに書き込みがされると。なおかつそれが、住

民基本台帳ネットワークシステムに連動しているマイナンバーシステムにも全

部連動していくという理解ですよね。だからマイナンバーカードへの併記にもな

ってくるという、そういう理解でいいのですか。 

【市民課長】 
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 今委員がおっしゃったとおり、そのとおりでございます。 

【仮野会長】 

 前回我々がこの審議会でこの問題について言うと、これは認められないという

ことを言ったわけでもないし、基本的には、旧氏を使うことはそれぞれの自由だ

から受け入れざるを得ないということでしたよね。皆さん方もそうでしょう。前

回、特に何か問題はありましたか。 

【総務課長】 

 ないです。 

【仮野会長】 

 なかったですね。それで、いざ旧氏の併記を始めようとすると、これだけのい

ろいろな変更が必要だということですね。 

個人情報の保護の観点からして、これだけの多数の変更を加える過程で個人情

報が毀損されたりすることはあり得ない？旧氏を使ってもいいですよというだ

けだから、そういう問題は特にないでしょうか。 

【市民課長】 

 今回情報の追加ということで、特別新たに情報の取り扱い方とかが変わるわけ

ではございませんので、そういったことはないと認識しているところでございま

す。 

【白石委員】 

 総務省のサイトとかではもういろいろな形で告知されているのですけれども、

あと２週間ぐらいで執行になるわけですよね。小金井市としてはどの程度市民に

周知をするのか、さりげなくなのか、それともそれなりに独自の、例えばリーフ

レットとかをつくって周知をするのか、いかがですか。 

【市民課長】 

 小金井市としては一般的なやり方になってしまうのですけれども、市報とホー

ムページで周知することを考えているところでございます。 

【白石委員】 

 市民からの問い合わせとかも来ていますか。 

【市民係長】 

 市民からの問い合わせということですが、今のところございません。 

【白石委員】 

 ということは、一般の市民の方にはまだあまり知られていないですかね。 

【市民課長】 



10 

 

 市としては今後周知していくことになりますので、まだ市民の方で知っていら

っしゃる方はあまり多くないのかと思います。あとは白石委員がおっしゃったと

おり、国は周知しているので、アンテナの高い方は既に御存じの方もいらっしゃ

るかと思います。ただ、旧氏を使用したいという方が対象となりますので、そん

なに数は多くないのかなと思っているところですので、問い合わせがないのもそ

んなにおかしくないのかなとは思っているところでございます。 

【仮野会長】 

 なるほど。これから届出があるかもしれないので、これだけ準備をしておかな

ければいけないという話ですね。わかりました。 

 ほかにこの件で御質問ありますか。 

【中澤委員】 

 ９ページ、１０ページの、請求書の様式があると思うのですけれども、後の書

類になると「本人との関係」で、「代理人または使者による請求の場合」で、関係

を記載する欄があるのですけれども、ここだけは省略されているのですけれども、

何か意図がございますか。例えば１７ページを見ていただくと、代理人と本人の

関係とか記載事項がございますね。ところがこちらの９ページとか１０ページ、

１１ページとか、代理人と本人との関係が省略されているのですけれども。 

【市民課長】 

 先にあるものについては住民基本台帳に載るものですので、このような形で書

いておりますけれども、後にあるものは個人番号カードになっておりまして、よ

り厳格に取り扱うと定まっているため、このような記載がされているものでござ

います。 

【中澤委員】 

 いわゆるグレードの違いで、関係をはっきり記載するものと記載しない様式に

分けているということですね。意味はわかりました。グレードの違いというのは

よくわかりませんけれども。 

 その生年月日の日にちがないとか、そういうのもグレードが低いから、生年月

日の年とか月とか、ほかのフォームでは年月日とかあるけれども、これは年と月

しかないのですけれども、そういうグレードの違いであえて省略しているのです

か。 

 さっきと同じ９ページ、１０ページ、１１ページなのですけれども。 

【市民課長】 

 こちらは国から示されている様式を、小金井市なりに、いじらずに導入したと
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ころですので、国としてはこういう形が望ましいということで示されたものでご

ざいます。 

【中澤委員】 

 １８ページに性別を、フォームのところの変更の内容のところで「性別を削除」

とあるのですけれども、ほかの１０ページとか１１ページを見ると、性別は削除

してあるものとないものがあるのですけれども、そこの違いはどういうところに

あるのでしょうか。 

【市民課長】 

 １８頁が小金井市の印鑑条例に関するものでして、ほかのものは別の法令で定

まっているところです。法令で定まっているものについて、市では裁量権がない

ので、それについては男女を記載することになっているので、そちらに書いてあ

ります。印鑑条例については市で定められるので、不要ということで入れていな

いところでございます。 

【仮野会長】 

 いいですか。 

【中澤委員】 

 説明はわかりますね。実質的な意味はよくわかりませんけれども。 

【仮野会長】 

 根拠法令が違う。 

【中澤委員】 

 根拠法令によって、性別を記載しなければならないものと記載不要のものがあ

ると。 

【仮野会長】 

 非常にこれは詳細の、細部にわたるところなので、なかなか専門的に理解する

のが難しいところがありますが。 

 ほかに御質問がなければこれを承認したいと思いますが、いかがでしょうか。 

 特にないようですので、これを承認いたします。 

 それでは、次の案件に移りましょう。 

【総務課長】 

 それでは３５ページを御覧ください。「児童発達支援事業保護者等補助金業務

について」、自立生活支援課の案件でございます。 

 国の幼児教育・保育無償化政策が令和元年１０月１日から実施され、就学前の

障害児の発達支援も無償化の対象となりました。 
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市としてはこの政策の趣旨を鑑み、児童発達支援事業で給食を提供されている

幼児の保護者に対して食材費の負担を軽減し、円滑な児童発達支援事業の利用を

図ることを目的として、無償化の対象となる幼児の給食費の一部を補助する事業

を、令和元年１０月１日より開始いたしました。 

本件は、本補助金業務の開始に伴い、補助金交付申請書等に記載される個人情

報を保有することに関して行った届出について報告するものです。 

 ３６ページを御覧ください。届出番号２８－２４０「児童発達支援事業保護者

等補助金に関する様式一式」でございます。個人情報の内容は３７ページのとお

りでございます。様式については、３８ページから４０ページに付けております。

本業務に関する要綱を４１ページから４２ページに付けております。 

【仮野会長】 

 この案件について、御質問など、ありますか。 

 就学前の障害児の発達支援も無償化の対象になる。こういうことは大事ですね。 

特に御質問ないので、承認してよろしいですか。 

 それでは、本件を承認いたします。 

次の案件をお願いします。 

【総務課長】 

 それでは４３ページを御覧ください。「おたふくかぜワクチン予防接種業務に

ついて」、健康課の案件でございます。 

おたふくかぜは、ムンプスウイルスの感染によって起こる感染症であり、まれ

に感音性難聴等の重大な合併症を引き起こすことがあります。小金井市ではこの

ような合併症等を予防するために、令和元年１０月１日から、１歳以上２歳未満

の市民を対象に、おたふくかぜワクチン予防接種を実施します。事業の概要とし

ましては、市にて実施する接種回数を１人につき１回までとし、接種時に費用負

担３,５００円を市内の医療機関に支払います。なお、費用負担の減免措置とし

て、生活保護世帯等については無料とします。 

つきましては、事業の開始に伴い、接種者の情報を把握する必要があることか

ら、新たに保有の届出を行います。 

 ４４ページを御覧ください。届出番号４１－５５１「おたふくかぜワクチン接

種予診票」でございます。個人情報の内容は記載のとおりでございます。様式に

ついては４５ページ、４６ページに付けております。本業務に関する要綱を４７

ページ、４８ページに付けております。 

【仮野会長】 



13 

 

 これは１０月１日から始まっているのですか。 

【健康課長】 

 始まっています。 

【仮野会長】 

 感染したお子さんはいるのですか。 

【健康課長】 

 感染を予防する前に接種するということは大事でございますので、１歳になる

ころに接種することによって、その後いろいろな、感染症をお持ちの児童などと

生活をともにするときに、御自身が感染しないこととともに、保菌しないことに

よって周りの方も感染しないように防ぐことができるという目的で行っている

ものでございます。 

【寺島委員】 

 ちょっとネットで調べたのですけれども、おたふくかぜのワクチンは２回接種

が必要なのではないかということなのですけれども、それに関して１回しかしな

いということで、小金井市は２回目についてはどのようにお考えなのでしょうか。 

【健康課長】 

 確かにもう１回は、小学生になる前に２回目を接種するのが好ましいとされて

ございます。好ましいとされているということは、２回接種することによってよ

り完全な免疫がつくということでございまして、保護者の方には２回接種してい

ただくようにお勧めすることになりますけれども、まず幼児期の、後遺障害とか

が残るリスクが高いときの接種を、市の補助といいますか、保護者の負担を軽く

することによって、インセンティブとして市で行って、２回目については全額、

現在のところ自費で打っていただく形になりまして、近隣の他市もそのような取

り扱いをしているところが多いというのが、任意の接種でございますので、そう

いったところが現状でございます。 

【井口委員】 

 ４３ページの枠の中に、下のほうに「接種者の情報を把握する必要がある」と

ありますが、接種者というのは医療機関とかそういう意味ですか。 

【健康課長】 

 予防接種を受けた個人の情報という意味でございます。 

今後法定接種とかになったときに、１回目打っているか、打っていないかがわ

からなくなる御家庭もあると想像されますので、そういったことに備える意味も

あって、接種の履歴を市で保有することについて意義があると考えております。 
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 ４４ページの個人情報の対象となる個人の範囲というところが、「予防接種対

象者及び保護者」となっていて、こちらでは「対象者」という表現になっていま

すが、接種者というのは対象者という意味です。 

【井口委員】 

 そうですか。わかりました。 

【仮野会長】 

 予防接種者と予防接種対象者という２つの名前が出てくるから、どこがどう違

うのか混乱してしまうという意味かな。予防接種対象者というのが一番わかりや

すい。これは、表現の仕方はこれから少し考えたほうがいいですね。井口委員、

いいでしょうか。 

【井口委員】 

 はい。 

【仮野会長】 

 わかりました。ではこの件は承認してよろしいですか。 

特に御質問ないので、本件を承認いたします。 

次の案件をお願いします。 

【総務課長】 

 ４９ページを御覧ください。「東京都防災ボランティア登録者名簿について」、

建築営繕課の案件でございます。 

 「東京都防災ボランティア制度」は東京都の「地域防災計画」に基づくもので、

専門的な技術を持つ民間の方々を平常時から登録させていただき、災害時にボラ

ンティアとしての活動をお願いする制度です。「被災建築物応急危険度判定業務」

とは、その中の業務のひとつであり、大地震発生時、余震等による建築物の倒壊

などに伴う二次災害を防止するため、地震発生後できるだけ早く、かつ短時間で

建築物の被災状況を調査し、その建築物の当面の使用の可否を判定するものです。 

 「東京都防災ボランティア登録者名簿」は、当該判定業務に御協力いただける

建築士の方々を登録しているもので、毎年、東京都より在住在勤の各区市町村へ

送付されるため、平成１２年度に個人情報の保有等につき、届け出たところです。 

このたび、小金井市地域防災計画に基づき、小金井市より名簿登録された方へ

の意向調査を予定する中で、個人情報の項目を改めて確認したところ、平成１５

年度より追加されている項目について、届出が漏れていたことから今回、変更届

出を行うものです。 

 ５０ページを御覧ください。届出番号２１－２「東京都防災ボランティア登録
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者名簿」の変更届出でございます。変更内容は５１ページのとおりでございます。

変更後の様式については５２ページから５５ページに付けております。 

【白石委員】 

 ちょっと初歩的質問ですが、５２ページから５５ページのこのフォーマットは

何なのですかね。聞いたら失礼かもしれないけれども。どういう様式なのですか、

これは。 

【建築営繕課長】 

 こちらは東京都でつくられている各建築士、一級建築士、二級建築士、あと木

造の建築士、資格を持っている方が登録をした際のデータ、いろいろな、例えば

お名前とか御住所、勤務先、あとメールアドレス、その他いろいろと、個人に関

する情報を取りまとめたものをここに、各登録されている方、フォーマットに記

入されまして、東京都から情報が、新しく追加された方が増えるたびに毎年１回、

データとして小金井市の建築営繕課に送られてくるデータのフォーマットにな

ります。 

【白石委員】 

 要するにこれはデータのプリントアウトした紙で、可視化されているものです

よね。例えば５４ページの「再発行２０１２」の後に、「事務所協会」とか「建築

士会」とか、「その他」というのは、要するにどこに属しているのか、例えばこの

一番上がＡさんだとしたら、Ａさんを右に見ていって、事務所協会には所属して

いるよ、ここは丸だよとか、そのような意味ということですね。 

【建築営繕課長】 

 今委員がおっしゃるとおり、横にずっと、例えば名簿みたいに登録番号、お名

前、各項目、いろいろなものに該当しているところに項目がいろいろ入ってくる

ということですけれども、例えばそういった事務所協会に属しているのであれば

その部分に丸が入るとか、違う協会に入っていれば違うところに丸が入るとか、

そのような状況になります。 

【立川委員】 

 これは東京都から送られてくる情報をそのまま載せるという意味ですか。 

【建築営繕課長】 

 東京都から送られてくる情報をそのまま、うちもデータとして、個人情報とし

て今まで扱ってきていましたので、ちゃんと鍵のかかるところに保管して、緊急

時にはすぐに出せるようにということにはしております。 

【立川委員】 
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 情報が増えたということですか。 

【建築営繕課長】 

 そうですね。やはり古い時代からこのような制度、特に阪神淡路大震災、この

ぐらいの時期からこういった制度が採用されていまして、よくテレビなんかでも

災害が起きたときに、被災した家などに、この家は危険だよと赤い紙などを張っ

ているケースがあると思いますが、ああいったものを、要するに資格を持って登

録されている方が現地を見に行って、この建物は危険だよ、安全だよ、注意して

くださいという、３種類の張り紙を建物に張ったりするという制度になりますの

で、今回はあくまでも新たな情報源の追加項目だけを登録させていただきたいと

いうことでございます。 

【松行委員】 

 お聞きしたいのですけれども、５１ページの変更後、変更前というのがあるの

ですけれども、「既存」というのは既に記載されていることで、その下の「変更

（修正）」、ここを追加しているということですか。 

【建築営繕課長】 

 はい。 

【松行委員】 

 それでその追加の内容が５２ページから５５ページに詳細に出ているという

ことですか。 

【建築営繕課長】 

 今委員の言われたように、５１ページの区分の「既存」というものは、平成１

２年度にうちが個人情報として登録いたしました。それ以後、やはり例えばメー

ルアドレスとか血液型、こういったものがどんどん追加されましたので、それを

今回追加する形となります。後ろのほうについているこのフォーマットなのです

けれども、これは現時点のもの、東京都から送られてくるフォーマットになって

おりますので、最新版このようになりまして、今はこのぐらいの項目を、全部登

録時に情報として記入していただく形になっております。 

【仮野会長】 

 ５２ページから５５ページまでのこの表をあなたは見て一目瞭然、どういうデ

ータかぱっとわかるのですよね。あなたは専門家だから。すみません、何が何だ

かわからない。こういうものを出されても我々はわからないですよ。 

小金井市より名簿登録された方への意向調査を予定する中で、個人情報の項目

を改めて確認したところ、平成１５年度より追加されている項目について届出が
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漏れていたことから今回変更届を出すということなのだけれども、それはどこで

すか。 

【建築営繕課長】 

 後ろの表を見ていただくように、例えば５１ページの、一番右側の区分ですね。

これの「変更」と書いてあるこの項目になります。例えば「変更（修正）」と書い

てある登録番号、登録情報というところがあるのですけれども、これは単に番号

だけではなくて、その他いろいろな、ＩＤとか登録日とか、そういったものも全

部含まれますので、そういったものを一つ一つやっていくとものすごい項目にな

ってしまいますので、一括して「登録情報」というくくりにして今回登録させて

いただくような形をとっております。それから今回新しく追加にさせていただき

たいのは、ここ「変更」と書いてある、この項目が主なものとなります。 

【仮野会長】 

 ６点ですね。 

【建築営繕課長】 

 はい。 

【仮野会長】 

 メールアドレス、資格情報、所属団体情報、なるほど。要するに、そのボラン

ティアがどういう人であるかがよくわかるような、ということですね。 

【建築営繕課長】 

 もうこの表を見れば、どこに所属されているのか、御住所はどこなのか、連絡

先とかメールアドレス、それが全てわかるような形になります。 

【中澤委員】 

 今のところの５１ページの登録番号、登録年月日ですが、変更前は登録番号、

登録年月日で情報をいろいろ変えたので、変更後が登録情報という説明を受けた

のですけれども、この５３ページの用紙は登録番号、登録年月日という項目があ

りますので、登録番号と登録年月日そのものは変更はしていないのではないです

かね。それ以外が情報を追加したという意味で、この表は正しく表現していない

ように思うのですけれども。 

【建築営繕課長】 

 ちょっとわかりづらくて申し訳ございません。確かに登録番号と登録日、これ

は当初始めたときからございました。それ以外に、ちょっと細かくなりますけれ

ども、先ほど申しました資格のＩＤとか、その他細かいことがたくさんございま

すので、そういうものをひとくくりとさせていただきまして、登録番号の確認、
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例えば登録年月日に関する登録情報のくくりという形でひとまとめにさせてい

ただきました。 

【中澤委員】 

 念のため確認しますと、登録番号、登録年月日は、本来なら既存そのものなの

だけれども、それに係るところの詳細の登録情報を追加補填したと。 

【建築営繕課長】 

 似たような項目をここのグループの中にまとめたということでございます。 

【仮野会長】 

 それだけボランティア登録名簿が詳細でわかりやすいものになったというこ

とですね。 

【建築営繕課長】 

 そうですね。毎年その追加項目が多くなりますので、より応急危険度判定士の

情報がものすごく細かくなってしまう。持っているほうとしてもものすごく重要

になってきたということでございます。 

【仮野会長】 

 小金井市で何かそういう、実際に危険度を判定してもらう場合、誰々さん、こ

の人とすぐにわかるようになると、こういうことですね。 

【建築営繕課長】 

 例えば、災害が起きたときに、今、小金井市では東京都のマニュアルに準じて

いるのですけれども、震度５強で実施本部の設置、震度６弱以上で、こういった

判定士に、被災した建物の調査をしていただくという１つのマニュアルがござい

ます。今回この個人情報を登録させていただいて、今回私どもも今まで登録、年々

何人か、１０人とか２０人くらいずつ毎年増えてきていたのですけれども、その

方となかなかアポイントをとる機会がございませんでした。各市町村、やはりこ

れだけ災害が多いので、何かしら市と登録者の方のつながりというものを重要視

して、小金井市の場合は、今回とりあえずアンケートをさせていただこうかと思

っております。例えば災害が起きたときにどこに集まっていただければよろしい

ですかとか、そういった基本的なものからアポイントをとりまして、ゆくゆくは、

今東京都のオフィシャル版を使っているのですけれども、小金井市でそういった

応急危険度判定のマニュアルを独自に、東京都にならってつくっていきたいなと

思っております。 

【仮野会長】 

 そのアンケート調査をする上での１つのあれにもなると。これから大きな災害
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がいつ起きないとも限らないので、こういう準備をするのはいいと思う。 

そのように最初から言っておいてくれるともっとわかりやすかった。なぜこん

な複雑な訂正をするのだろうというのがよくわからない。実はこうこうしかじか

で、いつ起きるかわからない災害に備えるためと最初に言ってくれると非常にわ

かりやすくなる。 

【松行委員】 

 ５３ページなのですけれども、この項目の一番最後に「抹消」というのがあり

ます。今回はこの追加ということだったのですけれども、いろいろな時代の変化

もありますけれども、この「抹消」というのは、抹消もあり得るということなの

ですか。 

【建築営繕課長】 

 これはあくまでもボランティア、任意的に登録をしていただくという、要する

に資格を持っている方ですね、御本人様の意向に係る部分が大きいものでござい

ます。当然何か、例えば表現が悪いかもしれませんが、お年を召したとか、お怪

我をされたとか、自主的に、そういった危険度は、ボランティアには無理が生じ

たとき、そういった場合は届出機関に届けていただいて、退会するような、名簿

から抹消させていただく、そのような形で最後に抹消という言葉が入っておりま

す。 

【松行委員】 

 この「抹消」というのは項目の抹消ではなくて、ボランティアとしての抹消と

いうことなのですね。 

【建築営繕課長】 

 登録の抹消です。 

【松行委員】 

 はい、わかりました。 

【仮野会長】 

 目的もよくわかりましたので、大事なことなので、ぜひ進めていただきたいと

思いますけれども、言わずもがなのことですけれども、それぞれ新たに入手する

であろう個人情報の保護はしっかりやってもらうということね。 

 他に御質問などはありませんか。 

 では、本件は承認といたします。御苦労さまでした。 

 次の案件に移りましょう。 

【総務課長】 
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 それでは諮問案件に入ってまいります。 

５６ページを御覧ください。「指定金融機関への公金支払に係る口座振替デー

タ送付について」、会計課の案件でございます。 

現状、市公金の支払いについては、支払いに係る口座振替データをフロッピー

ディスクに保存の上、指定金融機関であるみずほ銀行に渡しているところでござ

いますが、フロッピーディスク媒体及び媒体読取機器が既に製造を終了している

ことから、老朽化等による不具合が生じた際の代替がない状況です。また、みず

ほ銀行においても媒体処理に要する読取機器維持コストの増加から、次年度より

媒体方式による口座振替処理は有償となることが決定しているところです。よっ

て、公金振込の安全性・確実性の確保を図るために、みずほ銀行への公金支払に

係る口座振替データ送付方法について、フロッピーディスク等媒体に保存して渡

す方法から、指定金融機関であるみずほ銀行が提供する法人向けインターネット

バンキングサービスを利用し、公金支払に係る口座振替データを、インターネッ

ト回線を通じ指定金融機関へ送付する方法に変更するために諮問するものです。 

 ５７ページを御覧ください。諮問第３８号「指定金融機関への公金支払に係る

口座振替データ送付」でございます。 

オンライン結合の目的は、公金支払いに係る口座振替データについて、指定金

融機関であるみずほ銀行の提供する法人向けインターネットバンキングを利用

して、指定金融機関へデータを送付するためです。 

 オンライン結合の内容は、口座振替データをインターネット回線を通じて指定

金融機関へ送付するものです。 

 個人情報の保護措置といたしましては、諮問書に５点記載がございますが、５

８ページにオンライン接続のイメージ図を付けております。今回、オンライン結

合する個人情報の項目については、諮問書のとおりでございます。 

【本多委員】 

 提案理由の中で質問したいところがありまして、指定金融機関が提供する法人

向けのインターネットバンキングサービスというのは、いつから開始されていた

のでしょうか。 

【会計課長】 

 いつから開始というのは、はっきりは確認していないところでございますが、

もう１０年以上前からこういったものはできていると聞いております。 

【本多委員】 

 そこで、１０年前からできていたということで、ここで変えるということは、
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これを見ると媒体の方式でやると、老朽化で代替がない状況、不具合が生じた場

合に代替がないというのと、次年度から有償になるということの理由で変えると

いうことですが、個人情報保護の安全性から言って不安があったのですかね。法

人向けのインターネットバンキングサービスに、スタートしたときに移行しなか

ったという、従前の方式を守っていたというのはどういう理由ですか。 

【会計課長】 

 このタイミングでなぜ変えるかということですが、御指摘があったとおり、一

部フロッピーディスク等の媒体の製造が終了したというのが大きな要因なので

すけれども、これまで移行しなかったことについては、フロッピーディスクとい

う媒体がまだ製造されていて使えていたということと、それに対して銀行側も、

維持するに当たって、コストについて市に要求するようなこともなかったという

ことと、まだインターネットバンキングというのが今のように一般的になってい

なかったところから、あえて今まで、安定して日々の公金支払をしていた方法に

ついて変える必要はないという判断だったかと思います。 

ただ、今般、他市におきましても、みずほ銀行を指定金融機関としている多摩

の小金井市以外の６市、あと２３区については全て法人向けのインターネットバ

ンキングによって公金の支払いについては運用しているところですので、早急に

小金井市も、フロッピーディスクで安全性が図れないというところからも変更す

る必要があると、このタイミングで考えております。 

【井口委員】 

 オンライン結合となると、市民感覚でいうと目に見えないもの同士が結合する

ということで、大丈夫かなという不安感があるわけですけれども、銀行も時折シ

ステム障害などが発生して、みずほ銀行もあったと思うのですけれども、そうい

う場合に従来のフロッピーディスクでの対応と電子結合による対応で、何か問題

が生じるようなことはないのかどうかが気になるのですけれども。 

【会計課長】 

 これまで、他市が大丈夫だったから小金井市も大丈夫ということではないので

すけれども、これまで長年他市で、これを運営している中でそういった事故は一

度もないということと、万が一そのようなことで不正送金ですとか、個人情報に

支障が出たりという場合については、みずほ銀行は総合金融サービスを提供する

ようなグループですので、情報セキュリティーポリシーですとか個人情報保護に

関するプライバシーポリシーについては公開しているところでございまして、こ

の中において情報資産の管理方法ですとか、万が一漏えい等が生じた場合の報告
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調査、再発防止策などの方法については定めてあります。 

あとは、指定金融機関として指定契約を結んでいるところなのですけれども、

その中においては公金の支払事務の取り扱いについて、市に万が一損害が及ぶよ

うなことがあったら、市に対してその賠償をしなければいけない旨は定めている

ところでございます。 

【井口委員】 

 場合によっては受け入れる側の、市民側ですけれども、決済との連動があるよ

うな場合がありましてね、そうすると、その遅延によって損害が発生することも

あり得ると思うのですけれども、これはフロッピーだから大丈夫という話ではな

いと思うのですが、その辺りの違いは特にないのでしょうか。フロッピーで渡す

方法と電子結合による対応の遅延というか、そういうものはないのでしょうか。 

【会計課長】 

 フロッピーですと、一般回線を使って送付するものではないので、引き渡しま

でに時間がかかるということで、インターネットバンキングを使ったほうがデー

タの送付については当然速いということと、あと、向こうの処理としては特に何

も変わらないです。ただ、こちらが公金を支払ってくださいというような、税金

上のフォーマットのデータなのですけれども、それを渡す方法が媒体からインタ

ーネット回線を使ったものに変わるというだけなので、指定金融機関側での処理

については特に変更はないものです。 

【井口委員】 

 今システム障害が生じた場合ということで考えていたのですが、それは特に違

いはないのですね。 

【立川委員】 

 公金の支払いというのは、市から出金する、１００％なのですか。 

【会計課長】 

 公金の支払いには、お客様から依頼があって口座にお振り込みするという方法

と、あとは納付書などでお支払いする方法もありますので、全てが口座に、振り

込みによってお支払いするということではないです。 

【中澤委員】 

 フロッピーディスクによる情報伝達からインターネットバンキングに変わる

ということですけれども、両者のそれぞれの個人情報に関する管理と廃棄ルール

はどうなるのでしょうか。 

【会計課長】 
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 個人情報の取り扱いについては特に変わらないところですけれども、どちらに

いたしましても、送った後、不必要なものは、特にインターネットにつながった

端末などに保存することはしないで、すぐに削除する形で運用を徹底しようとは

考えています。ＦＤにおきましても、保存したＦＤをずっととっておく必要はな

いので、また次に上書きをして次の支払いのデータが入るような形になるので、

そこにずっと保存しておくという運用は今もしていないところです。 

【中澤委員】 

 フロッピーディスクの廃棄管理、いわゆる情報の廃棄管理というルールはなく

て、今現在は単に上書きをして使用しているということですね。 

【会計課長】 

 フロッピーディスクは、先ほど申し上げたとおりもう数がないというか、新し

く購入することはできないので、今あるものを使って、もちろんみずほ銀行での

処理が終わった後戻ってきますので、それについては次の、支払いは１回では終

わらないので、会計課について言いますと毎日支払いがあるので、翌日には次の

データが入るような形になっております。 

【中澤委員】 

 理解できますけれども、ただ、絶えず上書きすると、前の顧客からクレームが

ついてそれに修正をかける場合、そのデータを上書きしてしまっていいのかなと

いう心配はあるのですけれども。 

【会計課長】 

 おっしゃるようなことはあると思うので、例えばフロッピーディスク自体にず

っと持っておくということではなくて、外部との接続がないような端末において、

一定期間保存するという運用は各課しているかと思います。 

【中澤委員】 

 その保存ルールがありますかというのが一番大事な質問なのですけれども。 

【会計課長】 

 保存期間については、今のところルールは特に定めていないところです。 

【多田委員】 

 関連なのですけれども。来年の４月１日以降はフロッピーディスクが不要にな

るわけで、読取機械もそうですけれども、そちらに残されている情報はどうやっ

て、専門の業者に来ていただいて消去するのか、職員が例えばはさみで切ったり

とかして、消去して不燃ごみで出すのかといった、フロッピーディスクに残され

ている情報の消去はどのようにやるのでしょうか。 
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【会計課長】 

 まずは消去の上ですけれども、それでそのまま廃棄するのではなくて、フロッ

ピーディスクをシュレッダーできる機械もありますので、そういったものに通し

ての廃棄になるかと思われます。 

【中澤委員】 

 その保存年月日はないわけですね。 

【会計課長】 

 はい。 

【中澤委員】 

 任意に廃棄してしまうということですね。 

【仮野会長】 

 これもなかなか難しいテーマですね。はい。これはどんどんそういう、フロッ

ピーディスクからインターネットに移行するのは時代の流れですものね。できる

だけこれから外に漏れたりということがないように、事故がないようにしてもら

うしかないですね。 

 ほかに御質問ありますか。よろしいですか。 

それでは、本件は承認いたします。 

 では、次の案件に移りましょう。 

【総務課長】 

 それでは５９ページを御覧ください。「職員互助会の給付に係る口座振替デー

タ送付について」、職員課の案件でございます。 

現状、小金井市職員互助会の給付金の支払いについては、支払いに係る口座振

替データをフロッピーに保存の上、みずほ銀行に渡しているところですが、先ほ

どの諮問３８号と同様の理由により、給付金支払いに係る口座振替データを、イ

ンターネット回線を通じ、みずほ銀行へ送付する方法に変更するために諮問する

ものです。 

 ６０ページを御覧ください。諮問第３９号「職員互助会の給付に係る口座振替

データ送付」でございます。 

オンライン結合の目的、内容及び個人情報の保護措置につきましては、先ほど

御説明いたしました会計課の内容とほぼ同一ですが、対象となるデータが公金支

払いではなく、職員互助会の給付に係る口座データとなっております。また会計

課の内容と重複する部分も多いですが、６１ページにオンライン接続のイメージ

図を付けております。今回オンライン結合する個人情報の項目については、諮問
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書のとおりでございます。 

【仮野会長】 

 今度は職員互助会ですね。これについてはいかがでしょう。御質問や御意見は

ありますか。 

 特にないようですので、それでは本件は承認といたします。 

 次の案件をお願いします。 

【総務課長】 

 続いて６２ページを御覧ください。 

 「職員給与支払業務の変更届出について」、職員課の案件でございます。 

地方税法の改正に伴い、給与所得者の扶養控除等申告書に、本年中の所得の見

積額が４８万円以下の児童について、児童扶養手当の支給を受けている当該児童

と生計を一にする父または母のうち、婚姻をしていない者又は配偶者の生死の明

らかでない者に該当する旨を記載し、申告することとされました。 

これに伴い、給与所得者の扶養控除等申告書の様式が新たに示されたため、保

有の届出を行うとともに、関連する人事・給与システムに記録し管理を行うこと

から、変更届出及び諮問を行うものです。 

 ６３ページを御覧ください。届出番号０７－６４「給与所得者の扶養控除（異

動）申告書」の変更届出でございます。変更内容は、個人情報の記録項目に「単

身児童扶養者」に係る項目を追加するものでございます。 

 変更後の様式については６４ページに付けております。 

 ６５ページを御覧ください。諮問第４０号「人事・給与システム」です。業務

の目的は職員給与支給業務です。システムの記録項目については、６７ページか

ら７１ページのとおりでございます。 

 諮問に関連する変更届といたしまして、６６ページを御覧ください。届出番号

０７－１９３「人事・給与システム」でございます。個人情報の内容は諮問第４

０号と共通でございます。変更により追加された項目につきましては、７１ペー

ジの番号２２９番から２３２番に記載してございます。 

【松行委員】 

 ６２ページの四角に入っている文章なのですけれども、その１行目の、「本年

中の所得の見積額が４８万円以下の児童について」という、ここのところの書き

方というのですか、これはひょっとすると４８万円以下の児童ととられると、父

とか母とか、あるいは保護者が４８万円以下ということですよね、これは。そこ

のところをもう少し、表現をはっきりと明確にしたほうがよろしいのではないか
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と思います。 

【給与厚生係長】 

 こちらにつきましては、国税庁が出している「年末調整の仕方」というところ

から引用しているのですが、見積額が、やはり児童に対して４８万円以下と書か

れています。 

【松行委員】 

 それは書かれているわけですよね。その表現はそのまま使用しなければならな

いということですか。 

【給与厚生係長】 

 そうですね。そちらに書いてあるものを書かせていただいております。 

【仮野会長】 

 これはしかし、どう読んでもこの二、三行は、何を言おうとしているのかよく

わからないですね。これはやさしい日本語、わかりやすい日本語に崩して説明し

てください。 

【職員課長】 

 御説明いたしましたとおり、これは国税庁ですか、出しているマニュアルのよ

うなもの、そこから引用しているのですが、確かに「見積額が４８万円以下の児

童」というのは書いているのですが、これは実際に、所得の対象として見るのが

「児童」ということですので、このような書き方をしているマニュアルになって

おります。 

【松行委員】 

 これは一般市民が読んだときに、そういう解釈はできますかね。４８万円以下

の児童というと、その児童の見積額が４８万円以下なのかなとか、そのようにと

れないですかね。引用して使っているというのはわかるのですけれども。 

【職員課長】 

 すみません、これは書き方がこういう書き方になっておりますので、このよう

に引用しているところではあるのですけれども、言いたいこととしては、４８万

円所得があるかないかというのを見ているのは児童のことで、書き方としてはも

うちょっと工夫が必要かなというところではあります。 

【白石委員】 

 世間一般で言うと、児童は給与所得はないかもわからないけれども、例えば利

子所得とか、資産から発生する所得はあるわけですよ。そこを一般の常識だけで

くくってしまうとおかしくなるのだけれども、国税的な書き方からするとこれは
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あり得ると私は読みましたけれども。 

【職員課担当課長】 

 先ほど説明したように、この児童というのは、児童扶養手当は１８歳以下の方

だと思っておりますので、例えば児童の方というのは高校生の方もいらっしゃい

ます。高校生の方がアルバイトをした場合には所得が発生いたしますので、この

４８万円以下というのは児童御本人の方の所得という意味になりますので、表現

とするとわかりにくいかもしれませんが、所得の見積額が４８万円以下の児童に

ついて、児童扶養手当を受けている当該児童と生計を一にする父または母という

のは職員になるかと思いますけれども、そういう表現になりますので、そのよう

に御理解いただけるとありがたいかと思っております。 

【松行委員】 

 だから児童の所得が４８万円以下ということですね。 

【職員課担当課長】 

 そうです。そういう意味です。 

【仮野会長】 

 わかりました。はい。ほかに御質問はありますか。 

こういう変更届をすること自体については異存はないですか、皆さん。よろし

いですか。 

 それでは、本件は承認いたします。 

 次の案件に移りましょう。 

【総務課長】 

 次に行く前に、先ほど、６ページのところから始まりました旧氏関連のところ

で御指摘をいただきました様式の年月日の「日」がないという、９ページ、１０

ページ、１１ページの様式についての御質問がございましたけれども、市民課長

が自席に戻って再度確認してまいりましたので、御報告したいということで発言

をお許し願います。 

【市民課長】 

 先ほど中澤委員から、様式の生年月日欄に「年、月」のみしかないという御指

摘がございました。先ほど御承認をいただいた後、自席に戻りまして、国から示

されたものを改めて確認いたしましたが、やはり「年、月」のみということでし

た。ただ、中澤委員の御指摘ももっともかと思いますので、後日国に確認を行い

まして、日が必要だということでしたら、速やかに修正届出を提出させていただ

きたいと思っております。 
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【中澤委員】 

 せっかく今お見えになったからその件ではないのですけれども、２２ページな

のですけれども、フォームのところで、「新しい生年月日」、「新しい性別」という

項目があるのですけれども、そこの意味がちょっとわからない。真ん中のところ

に「新しい生年月日」、「新しい性別」と書いてあるのですが、「新しい生年月日」

というのは、意味がよくわからなかったのですけれども。 

【市民課長】 

 こちらもすみません、国から示されているものを引用しているところなのです

けれども、万が一、生年月日が変わった場合、誤りの修正をいただくということ

で理解しているところでございます。 

【中澤委員】 

 間違っていたら正しい生年月日に変えるということですか。 

【市民課長】 

 はい。こちらにつきましても確認させていただきまして、間違っているようで

したら修正させていただきたいと思います。 

【中澤委員】 

 新しい性別というのは性転換のことでしょうか。 

【仮野会長】 

 ジェンダー問題ですか。それでは、また研究して、必要があれば報告してくだ

さい。ありがとうございました。 

【総務課長】 

 では、改めまして、７２ページを御覧ください。「カラー航空写真撮影委託につ

いて」、資産税課の案件でございます。 

 固定資産税・都市計画税は、賦課期日の１月１日に市内に存在する土地、家屋

を所有する者を納税義務者として課税しています。 

この賦課業務を行うに当たり、賦課期日における土地、家屋の状況を的確かつ

効率的に把握するため、市内全域を対象としたカラー航空写真撮影を委託し、そ

の成果品である写真図を課税資料として活用しています。 

 今までこのカラー航空写真図については、課税資料としての目的のみに使用、

保管しており、個人情報であるかどうか判断をしておりませんでした。 

しかし最近になってほかの部署などから、目的外利用や外部提供といった要望

について相談を受けるようになり、公益性の観点から、秘密漏えいに当たらない

範囲で応じてもよいのではないかとの結論に至りました。 
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 そこで、このカラー航空写真図が保護すべき個人情報に該当するものと判断し

たうえで、条例の規定に則して目的外利用などの要望に応じることができるよう、

保有の届出を行うとともに、写真撮影の委託に係る諮問を行うこととしたもので

す。 

 ７３ページを御覧ください。諮問第４１号「カラー航空写真撮影委託」でござ

います。業務の目的としましては、諮問書に記載のとおりです。委託処理する個

人情報の項目につきましては、「家屋の状況」、「土地の利用状況」でございます。 

 ７４ページから８１ページには委託仕様書案を付けております。 

 諮問に関連する保有届としまして、８２ページの届出番号４０－１７７「カラ

ー航空写真図（縮尺１,０００分の１、印画紙写真図）」と、８３ページの届出番

号４０－１７８「カラー航空写真図（縮尺５,０００分の１、印画紙写真図および

電子媒体による画像データ）」でございます。 

 保有する個人情報は諮問と同様です。 

 写真図の縮尺１,０００分の１と縮尺５,０００分の１の違いは、縮尺５,００

０分の１のものが電磁的記録も保有することと、縮尺１,０００分の１のものの

文書保存年限が１０年に対し、縮尺５,０００分の１のものは２０年となってご

ざいます。 

【白石委員】 

 今日最初に配られた、「情報公開・個人情報保護審議会関係条例等集」１ページ

の第３条の（１）に個人情報が規定されていますよね。ここの中のどこに該当す

ると解釈をしていいのか。例えば８２ページ、８３ページの中ですけれども、個

人情報の対象となる個人の範囲は、固定資産を所有する者になっているわけです

けれども、航空写真そのものだったら人は判別できないけれども、結果として固

定資産台帳とかその他、閲覧することによって個人を特定できるという理解なの

か、その辺もう少し具体的に、何を個人情報と指しているのか聞きたいのですけ

れども。 

【土地係専任主査】 

 個人情報保護条例の第３条で個人情報についての定義が出ていると思うので

すけれども、そちらに当てはめてみて、「他の情報と照合して、それによって個人

を識別することができるものを含む」となっておりますので、それによりますと、

このカラー航空写真図に記録された画像がそのほかの情報、住宅地図、それから

測量図、公図や登記簿というような一般の方が調査することができるのですけれ

ども、それとあわせて照合することによって、画像の状態で固定資産の所有者、
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特定の個人を識別することができるのではないかと考えまして、こちらの個人情

報に当てはまると判断いたしました。 

【白石委員】 

 確認させていただくと、例えば固有名詞を出すと、ゼンリンの住宅地図である

とか、あるいはグーグルマップであるとか、それはいわば上から俯瞰する形の図

面になっていますよね。それと重ね合わせることによって特定できますよという、

具体的にはそういうことですか。 

【土地係専任主査】 

 そのように考えております。 

【川井委員】 

 この諮問の趣旨なのですけれども、こういったものは個人情報に当たるという

届出なのか、ここで書いてあるように目的外使用を前提とし、それをできるよう

にするための諮問のような書き方になっているのですけれども、そこのところを

もうちょっと具体的に、これを個人情報として規定することはいいと思うのです

けれども、ここはほかのことにも利用できるのではないかと、それを利用するた

めにこれを個人情報とするのだという論理のところがちょっとわかりにくいの

で、そこを説明していただきたいのですけれども。 

【本多委員】 

 その提案理由の中に、「しかし」のところから、他の部署から目的外利用、外部

提供といった要望があるということで、他の部署の情報と重ね合わせて照合した

りすると個人情報が特定できるという、特定の個人が識別できるという判断なの

か、具体的に他の部署の相談内容はどういうものか、ちょっと説明してほしいの

ですが。 

【土地係専任主査】 

 最初の総務課長から説明がありましたとおり、当初はカラー航空写真につきま

しては、課税資料の目的のみに使用・保管していたのですけれども、最近になり

ましてほかの部署から、業務の一環として利用させてもらえないかという相談が

あったときに、私どもでそれをそのまま提供してよいかどうかという判断ができ

なかったことがありまして、その点についていろいろ検討していました中、具体

的な例を申し上げますと、例えば教育委員会から社会科の副教材として小金井市

内の地図を、塗り絵のような形で生徒たちに作業させてあげたいので、見本とな

るような航空写真を貸してもらえないかという依頼があったこととか、あとは他

の行政機関、税務署から、過去の土地の利用状況について確認したいというお話
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があったのですね。それから一般市民の方からも、いろいろと地域のことで、個

人的に調査研究しているので、地域の航空写真を自己啓発のために使わせてほし

いといった相談があったのですけれども、そのときに当初の御説明のとおり、こ

れは課税資料ということでほかには公開しておりませんのでとお断りしたとこ

ろ、なぜだめなのでしょうかと質問されて、その説明に窮してしまったというこ

とがありましたので、その点から言って、こちらのカラー航空写真について公益

性の観点、つまり課税資料以外についても市役所の業務なので、利用できないと

答えると、なぜできないのかということもありますし、逆に全く制限せずに公開

したときに、写真の中に出ている土地や家屋の所有者の方から、なぜ私の持って

いる土地や家屋が写っているものを、そのような、一般に出回っているのかと言

われたときにどのように説明したらいいかという問題点をずっと精査いたしま

して、そこから出た結論としまして、こちらの写真図の画像の内容を個人情報と

して登録した上で、条例の中で目的外利用、それから外部提供といった利用がで

きる規定がございますので、その規定に則した形で提供できれば個人情報の漏え

いには当たらないのではないかと考えた上で、今回このような形で届出をさせて

いただきたいと考えているところでございます。 

【川井委員】 

 個人情報の保護としてここに規定する以上、それを保護するのが目的であって、

今のような説明でほかにも目的外使用ができるようにこれを個人情報として規

定するというのは、立て方として問題ではないかというのが１点と、実際にこれ

でいくと、アバウトなのか、いろいろなところに出していいのではないかと、個

人情報に指定しておけばほかに出せるというような御説明に聞こえるのですけ

れども、それはちょっと危険な感じがあって、一歩譲ると、目的外使用で何かす

るというときにはこの審議会に図られるのでしたっけ。そういう２段構えの第１

弾だということで今日は諮問されているのでしょうか。 

【土地係専任主査】 

 実際、おっしゃることも想定しておりまして、条例の規定の中で私ども確認し

まして、目的外利用できる場合、外部提供できる場合、どういったケースがある

のかという規定をこちらで確認しまして、それに該当していれば、例えば本人の

同意がある場合、法に特別の定めがある場合、生命の危険、財産や生活の保護、

というのがありまして、それに当てはまらない場合でも、先ほど例を挙げました、

例えば学校教育での副教材で利用したいといった場合については今の規定には

当てはまりませんけれども、もし、おっしゃったとおり、この条例の規定の中で、
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審議会でお認めいただいた場合というのに当てはまった場合には提供できると、

もちろん否定されました場合は提供できないことになりますけれども、そういう

ところも想定した上で今回御提案しているところでございます。 

【立川委員】 

 規定と言いますが、規定はどこにあるのですか。規定が明確ではないので。規

定を明確にしてください。 

【情報公開係主事】 

 今日自席にお配りしている「情報公開・個人情報保護審議会関係条例等集」を

御覧ください。ページを開いて２ページの一番下から第１２条第１項の記載があ

るのですが、これが今、資産税課主査が申し上げている規定のことで、実施機関

が保有個人情報を、基本的には実施機関以外の者に提供してはいけないというも

のがあるのですが、３ページの上のほうに第１２条の第２項以降が書いてあるの

ですけれども、第２項のところに、第１項の規定にかかわらず、次の各号に掲げ

る場合は目的外利用または外部提供をすることができるとあるのですね。そこに

（１）から（４）まで、この条件を満たせば目的外利用、外部提供をできるとい

う条例の規定があります。ここのことを申し上げておりまして、規定というのは

この第２項の（１）から（４）までのことです。 

【川井委員】 

 おっしゃった今のところなのでしょうけれども、そこが、この立て方が非常に

曖昧なところと思われます。本人の同意があったり、法令に特別の定めがある場

合は問題ないと思うのですけれども、ここに書いてあるのは、法令に明示的な例

示がある場合以外のいろいろなときに目的外使用ができるのですよと、そのため

に個人情報の申請をしますよという立て方になっています。今回の説明では、個

人情報の申請をしたら、さきほどおっしゃったような例は全部できるようになる

というように見えるのですけれども、それは非常に問題だろうと思います。 

【町田委員】 

 学校現場で必要な情報じゃないかというようなことだったのですが、ここに、

当初の目的である固定資産税とか、土地利用に使うほどのすごい写真を小学校で

必要としていませんよね。この土地の中にどのくらいの家屋が建っているかとか、

この土地はどのように利用しているのだろうかとか、外から目視できる程度でも

十分ですので、航空写真で精密に撮ったものを、いくら教育の場で必要だとはい

っても、そんなに精密なものが必要なはずはないわけで、そういうことに利用す

るのは、利用させてくれという目的外利用は要らないのではないかと思います。 
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また学校で請求したとしても、そんなに細かいものが来るとも思ってもいませ

んので、今までどおりの、市からの副読本あたりで提供していただいている、こ

の辺りは畑だよねとか、商店街だよね、結構住宅が集まっているね程度で十分で

すので、これ以上細かいものということはないかなと思います。 

【白石委員】 

 先ほど担当係から例規集の説明があったのですが、例規集の２ページの第１１

条の第２項の第３号、第４号の規定に該当するときという意味で、（４）ですね、

第４号、「出版、報道等により公知性が生じた個人情報であるとき」というのを、

私はさっきグーグルマップとか、ゼンリンの住宅地図という意味で確認したので

すよ。そういう理解で情報公開の担当は、どうですか。該当するとしたらここな

のですけれども。 

要するにゼンリンの住宅地図は有料販売されているわけですよね。紙の地図で

も、データでも見られますよと。だから出版なのですよ。それに重ね合わせるこ

とが、この航空写真によって知られた個人情報ということで、該当するとしたら

ここかなということで私は聞いたのです。いかがですかね。 

【仮野会長】 

 このテーマは非常に大事な点なので、５分ぐらい休みませんか。いいですか。

５分間休憩しましょう。 

（ 休  憩 ） 

【仮野会長】 

 では、始めましょう。いいですか。再開しましょう。 

 議論を再開する前に、僕から担当課に２点質問があります。 

これまでは課税資料として航空写真を利用していた。それは課税資料としては

有効だったのでしょうか。つまりとてもよかったのでしょうか。いろいろな意味

の、税金を計算するときにプラスだったのかという質問なのですけれども。 

さて、あなた方は、その航空写真をほかのところに持っていけるようにしよう、

あるいは公共性の観点から、漏えいにはならないようにしてやれば大丈夫だとい

うようなことを言い出しているわけだけれども、これは市の条例か何かを当然変

えないといけないと思うのだが、それは当然議会にも出さなければいけない話だ

と思うのですけれども、その辺はどのように考えているのですか。その２点。 

【土地係専任主査】 

 まず課税資料として有効かどうかということですが、これは私ども業務処理、

それから固定資産の評価をするに当たっては欠かせない資料となっております
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ので、必ずその賦課期日において家屋、それから土地の利用を特定しなければな

らない上では必要不可欠なものでございます。これがなくなると課税の正確性に

支障が生じると思います。 

【仮野会長】 

 さて、ほかのところから使いたいという声があって、目的外利用、外部提供も

考えたらどうだという話なのだけれども、これはあなた方は、今後どういう手続

を踏んで、小金井市でこれを実現しようとしているのですか。どう考えているの

ですか。今日は我々の審議会の意見をまず聞いてみようかという程度のものなの

ですか。既にそういう条例変更などの作業に入っているのですか。 

【土地係専任主査】 

 具体的な条例の変更等はまだ想定はしておりませんけれども、まず申し上げた

いことは、私どもは積極的に資料を、ほかのところに公開したいというつもりで

今回御提案しているわけではありませんで、今の状態というのはかなり問題があ

るのではないかと。つまり個人情報かどうかもはっきりしていない。 

ただ、その航空写真を持っていることは一般の方も御存じの方が多くて、そう

いった方がインターネットで見られるものなのだから、あなた方の航空写真を見

せてもらってもいいでしょうと言われたときに、私どもとしても、いや、それは

できないのですというお答えをする上での根拠としての説明として、こちらは個

人情報なのですということを申し上げたいということで今回御提案していると

いうことと、もう一つ私どもが懸念しているのは、確かにこちらで説明が不足し

ていて申し訳ないと思ったのですが、情報公開請求の問題がございまして、こち

らも、例えば仮に航空写真の情報公開請求があった場合には、こちらを個人情報

と特定していない状態ですと、全てそのまま、今の情報公開の規定では出さなけ

ればいけないことになってしまいます。 

それを実は懸念しておりまして、特定のデータの個人情報を扱う企業、情報公

開請求を積極的に行っている会社等がございまして、そちらからもいろいろとこ

ちらに資料の請求がありますので、その中で、もしこの航空写真を情報公開請求

された場合にはどうするかということも、今まで私どもは全く検討していない状

態でございました。 

そういった意味で、まずは個人情報として制限をかける、制限をかけた上で、

そうは言ってもほかの業務で、どうしても業務として必要な場合があるので使わ

せてほしいという相談も今まであったのですけれども、そういったときに情報の

漏えいに当たらないであろうと判断できるものについて、なおかつその個人情報
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保護の条例の規定のうちに当てはまれば提供することができるということと、積

極的に提供するということではなくて、できる場合があるということで、もう一

つは先ほど委員の方がおっしゃったとおり、学校現場では必要ないのではないか、

そういう御意見があるのは私どもも承知しておりまして、その場合には私どもも

判断できない、難しい、そういったものを含めて、難しいものについては個人情

報の条例の規定の中で、審議会で御審議いただいた上で、もちろん承認いただけ

ればお出しできますが、承認できなければお出しできませんということになりま

すので、いずれにしてもそういった形で、条例の規定の中で手続を踏んだ上で公

開する、しないというのができるように制限をかけたいということで御提案して

いるところがございます。 

積極的にいろいろなところに、表に出したいからということで今回申し上げて

いるわけではないということは御理解いただきたいと思っております。 

【仮野会長】 

 現在税務署から利用したいという申し入れが来ているのですか。先ほどあなた

そういうことを言ったけれども。 

【土地係専任主査】 

 過去にございました。 

【仮野会長】 

 過去にあった。ただし、提供はしていないわけですよね。 

【土地係専任主査】 

 その際は、税務署の職員から、その場でコピーをくれと窓口で言われたのです

が、それはお断りしまして、改めて文書で依頼してほしいと。それもそういった

調査ができる権限を、法的根拠を必ず文書に明記をして送ってほしいということ

でお送りいただきまして、それを確認した上で、知りたい土地の部分だけを切り

取って提供した事例はございます。 

【仮野会長】 

 提供したのですか。 

【資産税課】 

 それは税務署で調査をする権限を持っていますので。 

【仮野会長】 

 だんだんわかってきました。さて、でもこの書き方は、あなたの今の発言は、

非常に慎重さを込めながら、判断できないから市としての考え方をまとめてほし

いというニュアンスに受け取ったのだが、この内容はもう既に、目的外利用、外
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部提供しようじゃないかという提案になっている。提案しようというのなら条例

改正まで考えて、どういう作業をするのかというところまで考えていなければい

けないと思うのです。それをいきなり我々のところに来て、さあどうだと言われ

ても、すぐに、「はい、わかりました、そうしましょう」とは言えないです。 

【白石委員】 

 休憩の間に少し意見交換をしたのですけれども、あくまでも今回の諮問事項の

目的は、この航空写真を個人情報として届出をしますよ、それを認めてください

よということですよね。保護の対象としたいということなのですよね。 

だから、最初の７２ページの中の括弧書きの中の説明で、ちょっと誤解を招く

ような形になっているから、ここの説明部分を１回削除していただいたほうがい

いのではないかなと思うのですよ。実情、背景はそうだと思うのですよね。８３

ページの２０年保存の場合にはもう平成１１年から、８２ページの１０年保存で

いうと、もう平成２１年から、要するに１０年、２０年たっているわけですよね。

でもこの間曖昧だったからいろいろなことが起こりましたよと。 

この際保護すべき個人情報としてきちんと届出をしましょうよというところ

でとどめていただければ、こちらも理解できたのかなと思うのですけれどもね。 

むしろ提出されても、事務局の考えを聞きたいのですけれども。 

【総務課長】 

 私どもでも、この提案の御説明のところまで思いが至りませんで、申し訳ござ

いませんでした。今回は委員がおっしゃるとおり、諮問として、カラー航空写真

が個人情報であるから、写真を撮ることについて委託することを御承認いただき

たいという諮問になっております。案件８の提案の四角囲みの中です。７２ペー

ジですけれども、こちらについて次回お出しし直すということでいかがでしょう。 

【白石委員】 

 いや、ですから７２ページの真ん中からちょっと下のところ、「しかし最近に

なって」というところの３行、ここを取ってしまえば。 

【総務課長】 

 今のお話ですと３行だけでは済まないかなと思いまして、その後の、「目的外

利用などの要望に応じることができるように」とか、そういったところにも問題

があるというお話がありましたので、一度お出しし直したほうがいいのかなと判

断いたします。 

【多田委員】 

 「判断していませんでした」という後に、この判断を仰ぐために当審議会に諮



37 

 

問するものですみたいな感じで、この後は全部切ってしまったほうが。 

【川井委員】 

 そういう修正は必要だと思うのですけれども、個人情報として規定するという

のはあくまで個人情報を守ることが目的であって、個人情報を目的外使用に利用

するというのが目的ではないのですよね。個人情報として申請する以上、字句の

修正だけでなく、考え方のうえで個人情報として守る必要があるのだということ

で出してもらわないと。 

【仮野会長】 

 保護審議会ですから。 

【川井委員】 

 個人情報に登録すれば、次から目的外使用ができると、そういう考え方という

のはいかがなものかという感じはするのですね。 

【仮野会長】 

 これは総務課長が今まとめてくれたように出し直してください。 

それで、今の各委員からの発言にあるとおり、個人情報を守るという観点から

目的外使用はできるだけしない。それから外部提供も、とにかく慎重の上に慎重

を期するという観点に立ってもう一度練り直して、それも税務当局だけではなく

て、市を上げて、資産税課だけではなくて市全体で議論していくようなテーマで

す、これは。 

いずれにしろ、もし外部提供でもすることになれば条例の改正が多分必要にな

ってくるでしょう。それぐらいの話だから。当然市議会に諮るような話。そこは

市当局で検討して、市なりの考え方をまとめて我々に諮問するということでどう

でしょう。今日、明日決めないといけないという話ではないでしょう。あなた方

の問題意識はよくわかるのだけれども、少し危うさが残っているところがある。 

【総務課長】 

 撮影委託の諮問なので、１月１日に写真を撮りたいというものなのですが。 

【仮野会長】 

 いや、いつ撮るか関係ないのですよ。撮ったところで、あなた方だけで使うの

はいいのだけれども、それを外に出すか、出さないかという話でしょう。 

撮ってもいいけれども、それは外に出してはいけないという話があるのだから。

撮ってもいいですよ、それは。それも含めて市全体で考えてください。今我々が

言えるのはそういうところですかな。どうですか。 

【井口委員】 
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 条例の第１１条に収集の制限があって、これは本人から直接収集しなければな

らないと。例外として第２項ですね。（１）から（５）まであるのですが、例えば

今議論があった（４）が出版、報道による公知性の生じた個人情報というのは、

典型的に言えば、私の理解では、例えばスキャンダルでいろいろ雑誌に書かれて、

今さらそれを個人情報の収集云々に、議論にならないような場合と理解していま

して、そうであるならば、例えばグーグルマップで何年か前に撮った航空写真が

あって、つい最近小金井市が撮った写真があった場合に、グーグルマップが公知

性のある事実であるとは言えないのではないかという気がしているのです。 

つまり、新しい写真が新たな情報を提供しているわけですから、そういう意味

で言うと（１）から（５）の例外規定のどれに当たるのかがちょっとよくわから

ないので、個人情報としてこれを収集するのか、本人の同意のもとにやっている

わけではないので、どういう形でそれを個人情報として収集していくのか、ちょ

っと教えていただけますか。 

【総務課長】 

 この収集方法については法令に特別の定めがあるということで、この現状を記

録することは課税のための個人情報です。 

【井口委員】 

 ですからそれを目的外に使うことについては、法令上定めはないわけですね。

課税以外の目的で。 

【総務課長】 

 そうですので、これは個人情報であるという扱いをして、これからは個人情報

保護条例にのっとって扱いたいというのが今回の趣旨です。 

そのために写真を委託撮影するからという件について御了承いただきたいとい

うのを今回お出ししています。ですが、そもそもなぜ個人情報と判断したかとい

うところで、違うのではないかというお話になっております。 

【仮野会長】 

 写真撮影は、１,０００分の１、５,０００分の１はいつ撮影するの。 

【総務課長】 

 １月１日に毎年撮ることがルールだそうです。課税をする時点で。 

【仮野会長】 

 それ自体は反対する理由はないでしょう。今までどおりでしょう。 

【総務課長】 

 今までどおりです。 
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【川井委員】 

 今までは個人情報という扱いではなかったから、審議をせず、今度は個人情報

扱いで厳格にするので、一応この審議会に出たと。 

【総務課長】 

 諮問をしたということです。 

【仮野会長】 

 じゃあまとめましょう。撮ってもいいけれども、外に出したり、そういうこと

については簡単にオーケーとは言えないということです。だから次回、もう１回

ここでやりましょう。 

【白石委員】 

 いや、会長そうじゃなくて、個人情報として届出規定しますよ、でいいのです

よ。次の話は、別に次回かける、かけないは関係ないと思うのです。基本は。 

例えば明らかに、大量にどこかから第三者提供を求めるケースが出てきたりし

たときには審議会の意見を聞くことになると思うのですけれども、今回の基本の

諮問事項は、個人情報として規定しますよだけなのですよ。だから私たちはそれ

以上、今日ここでむしろ触れないほうがよかったかなと思うのだけれども、この

括弧書きの中を見ると混乱してしまったということかと思うのですけれどもね。 

【井口委員】 

 ただ法令の定めがあって、現状でも収集しているのだから、今現在は個人情報

として収集しているのですね。 

【総務課長】 

 課税資料であるから収集していたと、今まで担当課は認識していたということ

です。ただ改めて考えてみると、個人情報ではないかという考えに至ったという

ことです。それで写真を撮るのにも諮問をかけさせていただいた。ただ、提案の

理由のところはちょっと書き方がまずかったということです。 

【資産税課長】 

 今回この件につきましては、今御審議いただいているとおり、個人情報として

守りたいという観点から御提案したものでございます。 

その際に、これまで経過として、目的外利用に当たるような要望を得たことが

あったけれども、我々としては個人情報として守りたい。その辺りのところから

今回御提案したものです。 

今回の括弧の中の書き方とか、表題とか、誤解を与えるものがあったと思いま

す。ですので、これまで御審議いただいたような形の中で改めて出し直しをさせ
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ていただきたいと思います。そしてその方向性としては、資産税課としては、個

人情報を守りたいという方向で出し直しをさせていただきたいと思います。 

【仮野会長】 

 なるほど。いいのではないですか。どうでしょうか、皆さん。 

【総務部長】 

 そうしましたら諮問に関してまで保留することはないということで会長とし

ては御判断いただいて、諮問についてはお諮りいただけるということでよろしい

でしょうか。 

 撮影を委託することについては、了承は、お諮りいただくことはできるかどう

か。 

【仮野会長】 

 それは皆さんどうお考えですか。委託。 

【白石委員】 

 ですからそれは、要するに税法に基づいての業務の範囲でしょう。だからそれ

はここで審議をしようがしまいが、課税基準日に何らかの形で撮影することにつ

いては特に問わないと思うのですよ。 

【本多委員】 

 それと提案理由の中で、次回に提案されるかどうかあれなのですけれども、先

ほども委員の方が言われているように、最初の、固定資産税としてこういうこと

で云々、課税していますでいいと思うのですね。課税業務に当たり、カラー航空

写真を課税資料として活用しています、それで最後の段階ですが、今回そのカラ

ー写真を保護すべき個人情報に該当するものとし、保有の届出を行うとともに、

写真撮影の委託に係る諮問を行うこととしたものですとまとめてもらっていた

ら、すんなりいったと思うのですね。 

だから途中のところが、余分なところが入ったという。 

【総務課長】 

 はい。ですので、次回、諮問ごと出し直しということで。 

【仮野会長】 

 はい。それでいいですか。 

【井口委員】 

 あと１点だけ質問よろしいですか。課税資料が個人情報であるとするならば、

保有個人情報の開示請求、つまり私の航空写真を見せてほしいということに対し

ては対応しているのですか。 
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【土地係専任主査】 

 御本人様からの、自分の資産について確認をしたいということでしたら、課税

説明の一環ということでお見せできるものと考えております。 

御本人以外の第三者の方から情報公開請求などの形で来たときには、お断りす

べきものだと思っておりますけれども、ただ、今現在個人情報として規定されて

いない以上は、情報公開条例などで出さなければならない可能性もあるのではな

いかということは懸念しているところでございます。 

【井口委員】 

 それは自宅だけをということですか。 

【土地係専任主査】 

 そうですね、コピーをして切り取ったりという形で、制限する形で、ほかのと

ころは見せないようにという形で、工夫してお見せするようにしたいと思ってお

ります。 

【井口委員】 

 よく、物置をつくったらそれで課税が増えるとか、それはどうなのだという話

もあるのですけれども、あるいは今回の水害のように、あったものがなくなった

とか、そういうことで課税額が不当だと考える住民もいると思うのですが、それ

に対して対応はしている、そういうことですね。 

【土地係専任主査】 

 それは課税説明の中で、根拠ということで、税法の規定では賦課期日に市内に

存在している土地・家屋については課税客体になると思っておりますので、御説

明する上では、根拠として記録を見せなければならないと考えておるところでご

ざいます。 

【仮野会長】 

 はい。それではこの件はもう時間が随分たちましたので、今のようなまとめで

練り直し、そして次回に出し直しということで、よろしいですか、皆さん。 

 それでは、次の案件へ進めましょう。 

【総務課長】 

 ８４ページを御覧ください。「小金井市愛育手当受給者台帳について」、子育て

支援課の案件でございます。 

 愛育手当は、昭和４８年に幼稚園や保育園に入園を希望しても入園できない児

童がいたことから、それらの児童について健全育成に資するために手当を支給す

る趣旨で開始した制度です。現在の愛育手当の対象は、幼児教育・保育の無償化
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対象外である児童で、幼稚園や保育園の代替として何らかの施設等に１日４時間

以上、月１５日以上通う児童です。手当月額は７,３００円、受給者数は４０名程

度です。 

 令和元年１０月１日より小金井市愛育手当条例施行規則を改正し、小金井市愛

育手当受給者台帳の様式を一覧性のあるものに変更しておりますが、現在は新し

い様式を紙媒体で保有しております。この度、事務執行を円滑に行うために表計

算ソフトで受給者台帳を管理する必要があることから、台帳の電子化について諮

問をするものです。 

 なお、愛育手当は小金井市の独自制度であり、基幹系システムに愛育手当シス

テムを新設することが難しいため、表計算ソフトでの管理とするものです。従来

の紙媒体での管理と比べ、表計算ソフトを使用することで受給者情報の検索が容

易になるばかりでなく、支給額の計算を自動で行うことができる見込みです。 

 ８５ページを御覧ください。諮問第４２号「小金井市愛育手当受給者台帳」で

ございます。 

個人情報の記録項目は、諮問書下部の記載のとおり３０項目ございます。 

諮問に関連する届出としまして８６ページ、届出番号１４－５５「小金井市愛

育手当受給者台帳」の変更届出でございます。変更前後の個人情報の内容は８７

ページの別紙の記載のとおりです。 

このうち、個人情報の内容及び個人情報の対象となる個人の範囲の変更が令和

元年１０月１日より、個人情報記録の保存方法及び電算入力の有無については１

０月１８日より変更することとなってございます。 

 また８８ページに、参考として様式を付けております。 

【仮野会長】 

 これは小金井市独自でやってきたのですね。この件について御意見、御質問ご

ざいますか。 

 ないようですので、本件は承認いたします。 

 それでは、最後の案件へ進みましょう。 

【総務課長】 

 ８９ページを御覧ください。「病児・病後児保育事業委託について」、保育課の

案件でございます。 

 病児・病後児保育事業とは、保育所等に通所している児童のうち、病気の回復

期に至っておらず、かつ当面の症状の急変が認められない児童を預かる事業及び

病気の回復期にある児童を一時的に預かり、保護者の負担軽減と児童福祉の充
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実・向上を図ることを目的とした事業であり、事業の実施にあたっては、市が認

めたものへの委託を行うことができるとされています。 

 当市においても、病気の回復期にある児童を一時的に預かる病後児保育事業に

ついて、平成２４年５月の個人情報保護審議会の諮問を経て、平成２４年１１月

より事業者に委託をし、今日まで実施をしてきているところです。 

今回、新たに病気の回復期に至っていない児童を対象とした病児保育事業を開

始することに伴い、これまでの事業の実施方法の見直しを行い、申請様式を定め

たため、個人情報の保有届出及び事業の委託について諮問を行うものです。 

 ９０ページを御覧ください。諮問第４３号「病児・病後児保育事業委託」でご

ざいます。 

 業務の目的としましては、保育所等に通所している児童のうち、病気の回復期

に至っておらず、かつ当面の症状の急変が認められない児童を預かる事業、及び

病気の回復期にある児童を一時的に預かる事業を実施することで、保護者負担の

軽減と児童福祉の拡充・向上を図ることです。 

 委託処理する個人情報の項目につきましては、９９ページの別紙に記載されて

いる個人情報の内容のとおりでございます。 

 また９１ページ、９２ページには委託仕様書案を、９３ページから９７ページ

には、本委託に関する個人情報取扱特記事項を付けております。 

 次に、病児・病後児保育事業に使用する様式一式の保有届出でございます。 

 ９８ページを御覧ください。届出番号１５－５６「病児・病後児保育事業に係

る様式一式」でございます。 

 個人情報の内容は諮問と同じでございます。１００ページから１０３ページに

は様式を付けております。 

【仮野会長】 

 本件はどうでしょうか。皆さん、御質問ありませんか。よろしいでしょうか。 

 特にないようですので、本件を承認といたします。ありがとうございました。

 本日の日程のその他に移ります。次回の日程について説明をお願いいたします。 

【総務課長】 

 次回の日程は、令和２年２月１３日木曜日、１８時から当会議室をお取りして

おりますが、皆様の御都合についてお伺いいたします。 

【仮野会長】 

 次回の審議会は、２月１３日木曜日、午後６時からこの会議室で。よろしいで

しょうか。 
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 それでは最後に、その他の報告について、事務局から説明をお願いします。 

【総務課長】 

 令和元年９月２日に通知の誤発送により個人情報が一部流出した事案がござ

いましたので、御報告いたします。 

 １０５ページを御覧ください。「通知の誤発送による個人情報の一部流出事案

について」、保険年金課の案件でございます。 

 まず概要です。 

令和元年９月２日、東京都後期高齢者医療広域連合が発送した高額療養費支給

申請書約１万１,０００通のうち、１通について、送付先情報に誤って関係のな

い第三者の情報が入力されていたことから、他の方の住所地に発送され、受領し

た方からの問合わせによりこれが判明いたしました。 

 本来通知を受け取るべき方は、小金井市に居住していた際、本市で行った送付

先情報の入力作業中、誤って送付先の情報を入力し、その後他の自治体に転出、

逝去されました。この度、生前の医療費について高額療養費の支給対象となった

ことから、誤入力されていた送付先の情報をもとに当該申請書が送付されるに至

ったものであります。 

当該被保険者の御親族の方及び誤って送達された方に対しては、直接訪問のう

え謝罪するとともに、送達された関係書類の回収と正しい申請書等の送達を完了

しております。 

 なお、本経過については双方の方に御了解をいただき、令和元年９月６日に広

域連合と連名でプレス発表を行っております。 

 原因です。 

今回の原因は、本市において送付先情報の入力作業中、同一端末で窓口・電話

等に対応するため別の対象者を検索し、対応終了後、送付先情報の入力に戻った

際、画面にある対象者が変更されていることに気がつかず、登録を続けたことに

あります。 

 再発防止策です。 

送付先情報の入力時には、入力者及び入力端末ともに、窓口・電話等の対応は

行わない。もう一つで、従前から実施している複数名による申請書と入力画面を

突合する確認に加え、入力したその時点でセルフチェックが行えるよう、画面を

見ながら氏名・生年月日等の人定事項を確認するためのチェック欄を申請書に設

ける。 

【仮野会長】 
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 最初に入力するときに誤入力したのですね。この点についてはどなたか、御意

見、御質問ありませんか。 

 特にないようですので、本件を了承いたしましょう。 

 最後の案件に進んでください。 

【総務課長】 

 続きまして、本日急遽御報告すべき案件が提出されましたので、御報告いたし

ます。 

お手元に、本日「公立保育園におけるウラ紙使用事案」という表題の、Ａ４用

紙１枚の資料を当日配付いたしましたので、御覧ください。保育課の案件でござ

います。 

 概要から説明いたします。 

令和元年１０月４日、公立保育園の５歳児クラスにおいて「スタンプ遊び」を

行った際、職員である保育士が部分的に卒園児の情報が記載されたウラ紙用紙を

利用して保育を実施しました。 

情報の内容としては、１人の児童についての児童の呼び名、受診歴、保育園で

の様子を含んだものでありました。 

その後、当該園児がスタンプ遊びで使った用紙を自宅へ持ち帰り、保護者から

１０月７日に園長への報告がありました。 

園長は、直ちに園内各クラスのウラ紙用紙を回収しています。 

 １０月８日、当該園の園長が保育課長に事案の概要を報告し、保育課長は市内

公立の全園に、ウラ紙用紙を「遊び」に使用することを中止するよう伝達しまし

た。 

 １０月８日、保護者へ事案の概要を報告の上、謝罪をいたしました。明日以降

訪問の上、直接謝罪したい旨を伝えると、明日の１９時に来訪されたいと返答が

あり、１０月９日、園長と保育課長が御自宅を訪問の上、これまでの経過の説明

を行い、今回の件に関し謝罪を行いました。現在までに、本件事案に関し何らか

の被害が及んだとの情報は入っておりません。 

 原因です。 

園内における個人情報の管理が不十分であった。もう一つ、職員による個人情

報管理の対応が不十分であった。 

 再発防止策です。 

まず保育園においては、本件事案が発生した事実と再発防止策について全ての

職員へ周知すること、当分の間、「遊び」の中で用紙のウラ面を使用することを禁
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止すること、小金井市個人情報保護条例に基づく園児の情報に係る取り扱いにつ

いて全ての職員に徹底すること、職層に関係なく全職員を対象に、個人情報の適

切な取り扱いに関する研修を実施すること、また保育課においては、本件事案が

発生した事実と再発防止策について公立５園に周知・徹底をすること、ミスコピ

ーの防止に努め、当該用紙は、各園の実情に応じて保管場所を確定し、保育には

使用しないことを公立５園に周知しました。 

 公立５園に対し、園児に関する情報の取り扱いについては、細心の注意を払い、

使用後はその都度、廃棄処分とすることを周知・徹底することとします。 

【町田委員】 

 ミスコピー防止というと、これはみんな印刷ではなくてコピーをしたもので職

員は会議のときなんかやっているわけなのですか。ちょっと信じがたいのですけ

れども、小学校だとほとんど全部印刷ですね。コピーの値段と印刷と比べたら、

ちょっとかなり違うような気がしますが。 

【保育課長】 

 今回の事案に関しましては、特定の児童の情報をクラスの中で共有するという

ことで、枚数は、クラスの担任ですので三、四枚程度のものでございました。し

たがいまして、コピーということで対応したという状況でございます。 

【仮野会長】 

 何でウラ紙を使ったのですか？もったいないからですか。 

【保育課長】 

 現物は、Ａ４の紙を半分に裁断しまして、それをもったいないというか、ちょ

っとということで、一応確認はしたのですが、中に個人情報が入っているものが

一部あったということで、申し訳ございませんでした。 

【多田委員】 

 再発防止策の中で、保育園に対して当分の間使用することを禁止と書いてある

のに、保育課では保育には使用しないとか、その都度廃棄処分とするという、こ

ういう温度差を設けているのはどういうことですか。当分の間使用しないという

ことは、もしかしたらしばらくたったら使用を再開することもあるということで

すか。 

【保育課長】 

 文言が不統一で申し訳ございません。現在、公立５園には用紙の裏紙を使用す

ることは禁止してございます。保育課では、こちらも含めて周知したいと思って

ございまして、表現に不統一があったところは申し訳ございません。そのように
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御理解賜りたいと存じます。 

【多田委員】 

 では、この「当分の間」は削除するということで考えていいということですか。 

【保育課長】 

 文言はそうなっていますけれども、そのとおりで結構でございます。 

【仮野会長】 

 多田委員、よろしいですか。 

【多田委員】 

 はい。 

【仮野会長】 

 こういうことがないように気をつけてください。 

【保育課長】 

 申し訳ございません。 

【仮野会長】 

 長時間にわたりました。これをもちまして本日の審議会の全てが終了となりま

した。散会いたします。ありがとうございました。 

 

―― 了 ―― 


